
別 記 様 式 第 １ （ 第 ２ 条 関 係 ）

原子力事業者防災業務計画作成（修正）届出書

年 月 日

内閣総理大臣、原子力規制委員会、都道府県知事、市町村長 殿

届出者

住所

氏名 印

e法人にあってはその名称g
f及び代表者の氏名 h

（担当者 所属 電話 ）

別紙のとおり、原子力事業者防災業務計画を作成（修正）したので、原子力災害対策特別措
置法第７条第３項の規定に基づき届け出ます。

原 子 力 事 業 所 の 名 称 及 び 場 所

当該事業所に係る核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規
制に関する法律に基づき受けた指定、許可又は承認の種別
とその年月日 年 月 日

原子力事業者防災業務計画作成（修正）年月日 年 月 日

協 議 し た 都 道 府 県 知 事 及 び 市 町 村 長

予 定 さ れ る 要 旨 の 公 表 の 方 法

別 記 様 式 第 ２ （ 第 ３ 条 関 係 ）

特定事象発生通報

年 月 日

内閣総理大臣、原子力規制委員会、都道府県知事、市町村長 殿

10条通報 通報者名
EEEEEEEEEEEEEEE

連 絡 先
EEEEEEEEEEEEEEE

特定事象の発生について、原子力災害対策特別措置法第10条第１項の規定に基づき通報し
ます。

原子力事業所の名称及び場所

特 定 事 象 の 発 生 箇 所

特 定 事 象 の 発 生 時 刻 （24時間表示）

別 記 様 式 第 ３ （ 第 ５ 条 関 係 ）

放射線測定設備現況届出書

年 月 日
内閣総理大臣、原子力規制委員会、都道府県知事、市町村長 殿

届出者
住所
氏名 印
e法人にあってはその名称g
f及び代表者の氏名 h

（担当者 所属 電話 ）
放射線測定設備の現況について、原子力災害対策特別措置法第11条第３項の規定に基づき届
け出ます。

原子力事業所の名称及び場所

原子力事業所内の放射
線測定設備

設 置 数 式

設 置 場 所

設 置 数

原子力事業所外の放射
線測定設備

設 置 場 所

検出される
数値の把握
方法

別 記 様 式 第 ４ （ 第 ５ 条 関 係 ）

原子力防災資機材現況届出書

年 月 日
内閣総理大臣、原子力規制委員会、都道府県知事、市町村長 殿

届出者
住所
氏名 印
e法人にあってはその名称g
f及び代表者の氏名 h

（担当者 所属 電話 ）

発
生
し
た
特
定
事
象
の
概
要

特 定 事 象 の 種 類

想 定 さ れ る 原 因

検出された放射線量の状
況、検出された放射性物
質の状況又は主な施設・
設備の状態等

その他特定事象の把握に参考
となる情報

備考 この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

平
成

™
›
年

 
月

˜
›
日
金
曜
日

(
号
外
第

™
—
˜
号
)

官
報

備考１ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
２ 「原子力事業所外の放射線測定設備」の欄は、第11条第１号ただし書の規定により代える
こととした放射線測定設備を記載するものとする。
３ 氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。この場合において、署名
は必ず本人が自署するものとする。

備考１ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

２ 協議が調っていない場合には、「協議した都道府県知事及び市町村長」の欄にその旨を記載

するものとする。

３ 氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。この場合において、署名

は必ず本人が自署するものとする。
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